











77.8％、知的障害 85.3％、精神障害 69.9％、発達障害 84.7％）、就職後 1年時点の定着率は 58.4％（身































売・小売業」の業種を取りあげる。これらの業種のうち、従業員が 50 人以下の企業（製造業 6件、医
療・福祉業 3件、サービス業 10 件、卸売・小売業 2件）と従業員が 501 人以上の企業（製造業 10 件、








業種 50 人以下 51 ～ 100 人 101 ～ 300 人 301 ～ 500 人 501 人以上 計
製造業 6件 4件 14 件 3 件 10 件 37 件
医療・福祉業 3件 6件 9件 1件 1件 20 件
飲食・宿泊業 1件 － 1件 － 3件 5件
サービス業 10 件 1 件 6 件 1 件 3 件 21 件
不動産業 1件 － － － － 1件
運輸・物流業 3件 － 4件 － 2件 9件
卸売・小売業 2件 2件 3件 － 3件 10 件
建設業 2件 － － － － 2件
教育・学習 1件 1件 － － － 2件
情報通信業 － － － 1件 － 1件
金融・保険業 － － － － 3件 3件









前述したとおり、厚生労働省（2016）『平成 28 年 障害者雇用状況の集計結果』によれば、民間企業
－ 37 －
知的障害のある人への就労支援




る人は 104,746 人、精神障害のある人は 42,028 人である（図 1）。平成 23 年時点において在宅の知的障
害のある人（18 歳以上 65 歳未満）は 408,000 人であり、一般企業で就労している知的障害のある人は
全体の約 26％程度である。
図1　民間企業における障害のある人の雇用状況











製造業 97,106 人（29.6％） 28,378 人（27.1％） 7,735 人（18.4％）
卸売業、小売業 43,070 人（13.1％） 21,278 人（20.3％） 7,846 人（18.7％）
医療・福祉 37,979 人（11.6％） 18,562 人（17.7％） 7,690 人（18.3％）
サービス業 34,458 人（10.5％） 11,265 人（10.8％） 5,969 人（14.2％）
宿泊・飲食サービス業 7,079 人（ 2.2％） 6,750 人（ 6.4％） 1,433 人（ 3.4％）
情報通信業 19,047 人（ 5.8％） 1,261 人（ 1.2％） 2,843 人（ 6.8％）










































































フォーラム（2015）は、県内の障害のある人 621 人（身体障害 250 人、知的障害 153 人、精神障害 174


































身体障害のある人は 10 年、知的障害のある人は 7年 9か月、精神障害のある人は 4年 3か月となって
いる。知的障害のある人は 10 年以内に退職している傾向にある。




























































職場実習においては、製造業という同じ業種（従業員 501 人以上）であっても実習期間は 5日間、2
週間、3～ 4週間と企業によって様々である。実習時に指導員が交代で指導を行う企業（サービス業・






























































員 501 人以上、サービス業・従業員 50 人以下）もある。さらに、業務チェックの役割（サービス業・
























マニュアルの活用については、製造業（従業員 501 人以上）やサービス業（従業員 50 人以下、従業








認に関しては、製造業（従業員 501 人以上）やサービス業（従業員 50 人以下、従業員 501 人以上）、卸
売・小売業（従業員 501 人以上）で実行されている傾向にあった。
企業側がマニュアルやスケジュール等を準備しているところが多いなか、知的障害のある人自らが



































































１） 内閣府（2017）『平成 29 年版障害者白書』77.
２） 山梨県保健福祉部障害福祉課（2014）『障害のある人への差別に関するアンケート結果』によれば、「仕事や
職場において、嫌なことや配慮が必要だと感じたことがある」と回答した人は、視覚障害のある人は 2名
（28.6％）、聴覚障害のある人は 5名（27.8％）、肢体不自由の人は 6名（18.2％）、知的障害のある人は 18 名
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